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核兵器廃絶の展望と日本の原水爆禁止運動

安　齋　育　郎

Ｉ　は　じ　め　に

　米ソ両国を中心とする核軍備競争は，地球上に３７，ＯＯＯ～５０，ＯＯＯ発の核弾頭を

蓄積するに至り ，その爆発威カは，タイナマイト級の高性能爆薬であるＴＮＴ

火薬（トリニトロトルニソ）に換算して１１０～２００億トソ相当に達している。地球

上の全人類が，１人あたり２～４トソの爆薬を抱えていることに相当する，と

警えられる所以である 。

　世界の年問軍事支出は，発展途上国の累積債務合計に匹敵するに至り ，米ソ

両国を盟主とする北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）とワノレノヤワ条約機構（ＷＴＯ）

の全地球規模での対立は，発展途上国をも巻き込んで展開され，国民経済の軍

事化を招くとともに，地域紛争の火だねを燥らせている 。

　破壊と殺薮のために大量の人的 ・物的資源が浪費されている一方で，飢餓や

貧困は，発展途上諸国にあまねく見られる現象とな っている。さらに，百目咳 ，

ハンカ，破傷風たどの予防接種可能な病気による５才未満児の死亡数も
，１９８５

年一年問でおよそ３４５万人に達している。平和研究の分野でこんにちｒ構造的

暴力」と口乎ぱれているこうした状況の解決にとっ て， とりわげ米ソ両大国によ

る核軍備競争を中心とする世界の軍備競争は大きた阻害要因とたっている 。

　われわれは，われわれのもつ能力を総動員して，この矛盾を解決しなげれぱ

ならない。本稿は，核兵器廃絶の問題に焦点を絞り，それを実現する道筋の展

望とのかかわりにおいて，目本の原水爆禁止運動の現況とその発展方向を検討

するものである 。

　最初に，核戦争準備の現段階について概括し，ついで，核軍備競争の原因を
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検討し，その克服の基本的道筋についての筆者の考えを提示する。そＬて，そ

うした核兵器廃絶の展望とのかかわりにおいて，目本の原水爆禁止運動の近年

の主張を，とくに原水爆禁止世界大会において共同の意思として表明された基

本的文書に依拠して検討することとする 。

皿　核戦争準備の現段階

　核兵器が単に抑止の切り札としての威嚇の手段であった時代は，１９７０年代前

半で終焉した。１９６０年代を通じて米ソ両国は膨大な戦略核戦力を蓄積し，いわ

ゆるｒ相互確証破壌（Ｍｌｕｔｕａ１１ｙ　Ａｓｓｕｒｅｄ　Ｄｅｓｔｒｕｃｔ・ｏｎ，略してＭＡＤ）」態勢を築き

上げた。１９６８年のアメリカの国防報告は，「相互破壊能力，逆に言えぱ，双方

とも破壊を免れる能カをもたないという状況が，戦略核戦争を回避しようとす

る最大の動機となっている」と述べたが，こうした相互威蜘こよる核手詰り状

況に対しては，万一抑止が破れて敵が戦略核攻撃に踏み切った場合に予想され

る恐るべき状況　　　方的降伏か，対抗報復による相互破滅か　　に照して到

底受げ容れられないとする根強い批判が内在していた 。

　抑止が戦域レベルで破綻した場合に対する対応は，ニクソソ政権下において

「ターゲティソグ ・ドクトリン（目標設定構想または目標変更の原則）」として定式

化された。西ヨーロッバや東アジァ地域において，全面核戦争には至らないよ

うな戦域隈定核戦争の危険が顕在化した場合には，相手の出方に応じて対兵カ

核攻撃の目標を選択 ・設定し，必要に応じて攻撃を段階的にエスカレートさせ

ながら，威麟と説得によっ て戦争を勝利的に収拾することが目指される。この

構想は，また，シ ュレジソジャー・ ドクトリソとしても知られているが，アメ

リカは，こうした考え方に基づいて，パーシソグ皿 ，中性子爆弾，核巡航ミサ

イノレたどの戦域核戦力の生産 ・配備計画を展開するところとな った 。

　アメリカは，一方では，戦略核戦力の第　撃能力の強化によって戦略的 レベ

ルでの核抑止カをより攻撃的な性格のものとして強めながら，他方では，戦域
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レベルでの抑止破綻状況に対応し，それを勝利的に収拾する核戦争遂行能カを

準備していっ た。 この政策は，その後の政権にも基本的に受げ継がれ，カータ

ー政権下の１９８０年には，大統領指令５９号（ＰＤ５９）として公式に採用された 。

そこでは，戦略核戦力による抑止をべ一スとしつつも，抑止破綻状況下でも慎

重なエスカレーショソ ・コソトローノレによっ て６か月にわたる長期持久核戦争

を戦勝裡にたたかいぬく態勢づくりが基礎づげられた 。

　ところで，抑止破綻状況が戦域 レヘノレにとどまらず，戦略 レヘルでの核父換

に発展した場合には，対手によるアメリヵ本土向げの核攻撃に対する非脆弱性

が間題とたる。こうした戦略防衛の面では，すでに１９５０年代末から，民問防衛

（ｃ１ｖ１１ｄｅｆｅｎｓｅ）による消極的防衛に加え，ミサイル迎撃手段による攻撃的防衛

が考えられてはいた。しかし，先に引用した１９６８年のアメリカ国防報告にも見

られるように，「双方とも破壌を免れる手段をもたないという状況が，戦略核

戦争回避の最大の動機である」とするような考え方がとられ，１９７２年にＳＡＬＴ

（戦略兵器制限条約）とともに結ぱれたＡＢＭ制隈条約（ｒ弾道弾迎撃 ミサイルシス

テムの制限に関する条約」）においても，いわは，弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ
，Ｂａ１１・ｓ

－

ｔ１ｃ　Ｍ・ｓｓ・１ｅ　Ｄｅｆｅｎｓｅ）の面での脆弱性を抑止力の一環として残存させる考え方が

とられていたと言える。しかし，このような慌弱性の窓
’’

（ｗｉｎｄｏｗ　ｏｆ　ｖｕ１ｎｅ
－

ｒａｂｉ１ｉｔｙ）については根強い批判があ った 。

　１９８１年に成立したレーカソ政権は，「強いアメリカの再来」を標梼しつつ ，

戦力核戦力近代化計画を強力に推進し，これによって，対ソ戦略核戦力の絶対

的優位を背景とする抑止力の強化を図りながら，一方では，中性子爆弾（放射

線強化弾頭）や核巡航ミサイルの生産 ・配備計画の推進によつ て戦域限定核戦

争遂行能力を強めてい った。そして，１９８３年３月，弾道ミサイル防衛を主要た

柱とする戦略防衛構想（ＳＤＩ，Ｓｔｒａｔｅｇ・ｃＤｅｆｅｎｓｅＩｎ・ｔ１ａｔ・ｖｅ）を打ち出した。それ

は， 化学 レーザーやニックス線レーザーを用いるレーザー兵器，中性粒子兵器 ，

運動エネ ノレギー兵器，迎撃ミサイルなどの使用によっ て， ソ連の戦略核ミサイ

ルがアメリヵ本土に着弾する前に破壊することを目的とした兵器体系である 。

アメリカ政府部内での意思統一の過渡的不整合や技衛的困難性についての見通
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しの甘さなどがすでに少なからず明らかにされてきたが，アメリカの核戦略の

展開過程との関連でＳＤＩの基本的性格を見るならほ，対ソ戦略核戦カの近代

化計画を補完するものとして，戦略レベルでの抑止破綻状況にも対処し得る態

勢づくりを指向するものと位置づげられ，かねて追求されてきた戦域限定的な

長期持久核戦争遂行能力の整備と相侯って，核戦争を実際に戦って勝利する態

勢構築の一環と見傲され得るであろう 。こうした戦略下では，核兵器は単たる

抑止のための威嚇兵器ではたく ，実際の使用を則提としたより実戦的なものと

して性格づげられることになる 。

　　　宗　Ｓ　Ｄ　Ｉ推進の背景には，（１）ｒ核兵器廃絶のための兵器体系」を標携することによる反核世

　　　論の鎮撫，（２）軍需産業への市場創出，（３）西側陣営の結束強化，（４）アメリカのイニンアチフに

　　　よる西側先端技術の管理 ・統制，などの多様た目的が関係している 。（１）に関しては，Ｓ　Ｄ　Ｉ

　　　 のための攻撃兵器のひとつとＬて開発されつつあるニックス線レーザー兵器が，そのニネル

　　　ギー源として核爆発を用いる可能性が強いこと，Ｓ　Ｄ　Ｉは核巡航ミサイルをはじめとする戦

　　　域レベルで使用される核兵器群は対象外とＬていること，そして，何よりも，ＳＤ　Ｉの基本

　　　的性格は，本文で述べたように，戦略核戦力強化による威嚇を土台とした核抑止態勢を補完

　　　するものとして，抑止破綻時の戦勝態勢構築の一環をなすものであること，たどの諾点から

　　　見て，反核世論をかわすために持ち出された方便の域を出ないとの批判がなされている 。

皿　核軍備競争の起動力

　核兵器全面禁止 ・廃絶を実現する道筋を解明するためには，核軍備競争を激

化させている諸原因を明らかにすることが必要である。以下において，１．「抑

止」と「均衡」の戦略思想，２産軍複合体の存在，３軍事同盟プ 肩ツクの対立 ，

４． 科学者 ・技術者の役割，の４つの要因について検討する 。

　１．「抑止」と「均衡」の戦略思想

　アメリカは，核戦略の土台に「核抑止」の考え方を据え，ソ連は　基本的に

は， 「軍事均衡」の考え方をとっ てきた。その帰結として，両陣営は互いに他

を破壊し尺して余りある核戦力を構築し，相互確実破壊（ＭＡＤ）状況をつく
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り出した 。

　核抑止という考え方は，すでに１９４６年アメリヵのバーナード ・ブ ローデ ィに

よっ て提起されていた。彼は，原爆登場後の戦略の中心的課題をｒ原爆を使用

するのではなく ，原爆使用をできるだけ確実にする手筈を整えることによっ て

相手の原爆使用を妨げること」であると，著書『絶対兵器』の中で述べた 。

　「抑止」とは，「侵略によっ て得られる利益が，侵略に伴う損失よりも小さい

ことを認識させることによっ て， 侵略の実行を思い止めさせること」である 。

「抑止」は，そのスタティックな語感とは裏腹に攻撃的な性格をもつものであ

り， たえず対手を威麟し，脅威を現実のものとして実感させ続げなげれぱなら

ない。したが って，抑止論を基礎とする軍事技術開発は，新しい兵器の完成と

同時にその兵器に対抗すべき敵の兵器技術の出現を前提としてさらにそれを無

効にするような軍事技術の開発を迫られる　　つまり ，ユ９７１年１０月の国連事務

総長報告がいみじくも指摘したように，「対抗すへき潜在的敵を待つまでもな

く， 彼ら自身が作り出したものに自ら対抗」せざるを得ず，破壌のための技術

開発に固有の自己否定の無隈のスパイラルをひたすら上昇せざるを得ない 。

　２　産軍複合体の存在

　国家と企業の深く密接な癒合が，国家の軍事戦略と軍事技術開発の相互作用

を強め，軍事技術開発に競争原理を激烈なかたちで貫徹させる重要な要因とな

っている。この要因は，とくにアメリカにおいてはきわめて枢要なものとな っ

ている 。

　第１に，企業の国家財政への寄生性が強まっ て政財界の癒合が進行するにし

たが って，政府は産業界に対して一定観模の軍需市場を提供し続げなげれはな

らなくなり ，核兵器の研究 ・開発 ・実験 ・生産等をふくむ軍備拡大を，国民経

済のありざまに深く根ざした構造的なものとする 。

　第２に，軍需生産の面で国家との有利な契約関係を確保するために，企業問

の激しい軍事技衛開発競争を招き，それを常態化させる原因とな っている 。

　第３に，基礎研究から応用研究に至る諸分野における科学 ・技術研究の軍事
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化が広く ，深く進行する原因をつくり出している 。

　３　軍事同盟ブロッ クの対坐

　アメリヵを盟主とする北大西洋条約機構とソ連を盟主とするワルンヤワ条約

機構とが，他の多くの一国問 レベルでの軍事同盟関係と相倹って，世界を二分

した軍事的対立を目常的たものとし，地域紛争の危険を増大させ，核兵器を含

む軍備の拡大に拍車をかげている 。

　北大西洋条約機構もワルンヤワ条約機構も，国連憲章第５１号（個別的 ・集団的

自衛権）に依拠して結成されている。周知のように，国連は，国際の平和と安

全の維持を主要１な目的のひとつとしており ，すべての加盟国は，その国際関係

において武力による威嚇または武力の行使を慎むべきことと観定されている 。

憲章第２条に定められたこの原則が破られた場合には，安全保障理事会の議に

基づいて軍事的または非軍事的措置がとられるが，第５１条は，「安全保障理事

会が国際の平和及ぴ安全の維持に必要な措置をとるまでの問」に限 って，国連

加盟国が個別的または集団的自衛措置をとることを認めている。しかし，安全

保障理事会の常任理事国（核保有５か国）による拒否権の発動などによつ て安全

保障理事会としての結論が出たげれは，本来は暫定的な措置であるはずの個別

的または集団的自衛権の発動は常態化し，これに根拠を置く軍事同盟の存在も

また目常化することにたる。１９４９年に発効した北大西洋条約はその第５条にお

いて，また，１９５５年に発効したワノレシャワ条約はその第４条において，これら

条約に基づく共同防衛の根拠が国連憲早第５１条にあることを明記している。国

際の平和と安全の維持を目的とする国際連合の憲章が，二大陣営による地球観

模での軍事対立の論拠とされるという皮肉な関係が存在している 。

　軍事同盟ブ 回ツクの対立は，地域紛争の原因をつくり出し，超大国問の不信

を増長させ，軍縮交渉の進展に不可欠な相互の信頼性の増大を妨げてきた 。

４　科学者 ・技術者の役割

先に２で述べた苛酷な軍事技衛開発競争において，科学者や技術者は熾烈な
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競争原理の真只刺こ置かれている。軍事技術開発体制に批判的なスタソスをと

る人間はスポイ ノレ され，体制に順応する忠実な歯車的科学者 ・技術者を生み出

Ｌていく 。

　また，科学者や技術者の意識のなかには，研究上の関心に没価値的にのめり

こむ危険が潜んでいる。科学や技術には，平和的科学 ・技術や軍事的科学 ・技

術の区分がアブリオリに存在するわけではない。科学や技術が軍事目的に動員

されることによっ てｒ軍事科学」やｒ軍事技術」としての属性を得るにすぎな

い。 それゆえ，「平和目的に役立ち得る」ことは，その科学研究や技術開発が

「軍事目的に役立たない」ことを意味しない。戦略ミサイルの多弾頭化（ＭＩ　Ｒ

Ｖ化 ＝Ｍｕ１ｔ・ｐ１ｅ　Ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｔ１ｙ－ｔａｒｇｅｔｔａｂ１ｅ　Ｒｅ－ｅｎｔｒｙ　Ｖｅｈ１ｃ１ｅ）を可能にした重要た

技術のひとつは，搭載するソヤイロスコープのボールヘァリソグの高精度研磨

技術であ ったし，戦略爆撃機のステルス（ｓｔｅａ１ｔｈ）技術として有力視されてい

るのはテープレコーダのためのフェライト樹脂加工技術である。ＳＤＩのような

軍事技衛開発体制を挺子とする科学 ・技術の再編によっ て， いっそう広範な科

学者 ・技術者が，殺傷と破壌のための研究 ・開発に動員される懸念が増大して

いる 。

ＩＶ　核兵器全面禁止 ・廃絶の展望

　核兵器全面禁止 ・廃絶とは，核保有国がすでに保有している数万発の核弾頭

を解体 ・処分し，いかなる国にも新たな核兵器の保有を許容しない制度を全世

界的に確立することである。そして，そのための基本的方法は，核保有国を含

むすべての国の政府が，核兵器の研究 ・開発 ・実験 ・生産 ・保有 ・貯蔵 ・配

備・ 拡散 ・使用のすべてを禁止する国際協定（条約）を締結し，その協定にも

とつく諸措置が確実に遵守されていることを監視するための国際機構を確立し ，

核兵器廃絶を求める圧倒的な国際世論がこれを包囲するという体制を確乎とし

て構築することである 。
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　核兵器全面禁止 ・廃絶国際協定の締結を実現させる最も重要な原動力は，核

兵器の緊急な廃絶を要求する諸国民の圧倒的世論にほか１ならない。いかなる国

の政府も，国民の圧倒的多数の要求を無視して，特定の政策に固執し続げるこ

とはできない。現代におげる核の脅威を深く認識し，核戦争阻止と核兵器廃絶

の緊急な必要性を自覚した諸国民の声こそが，核保有国問の窓意的な軍備管

理・ 軍縮交渉の曲折を乗り越えるための最も基本的なモーティブ ・フォースと

たり得るであろう 。そして，そのような自覚した世論の拡大にとっ て必要なこ

とは，核兵器の脅威の現状に対する認識の深化と，核兵器全面禁止 ・廃絶の事

業の現実的可能性に対する確信である。その前進に貢献することは，平和教育

と平和研究の重要な課題である 。

　核兵器廃絶を展望する上述の道筋との関連において，皿で述べた諸要因を検

討する必要がある 。

　１．　「抑止」と「均衡」の戦略思想の克服

　Ｋ ・Ｅ ・ボールティソクは，「抑止は短期的には安定であり得るが，長期には

安定であり得ない。この定理はただの一行で証明できる。つまり ，もし抑止が

安定だとすれぱ，それは抑止することをやめるだろう 。何となれぱ，脅迫がそ

の信頼性を失うだろうからである」と論じた。しほＬば，「核による抑止力が

作用していることも現実だ」と主張され，抑止カとしての核兵器をｒ必要悪」

として擁護する論調が聞かれる。抑止カは，それが破綻するまでは作用するの

はあたりまえであ って，「現状において核抑止力が作用している」と述べるこ

とは，「核抑止力が将来にわたって安定に作用し続げる」ことを証明するもの

ではまったくない。むしろ，とめどもない核軍備競争のスパイラノレの行く末

までも核抑止力が破綻を免れて作用し続げるという保証が欠落していることこ

そが，今目におげる根本間題である。核抑止論への固執の危険性をい っそう

明らかにし，人々の思惟を「抑止」と「均衡」の呪縛から解き放たねばならな

い。
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　２　産軍複合体の非核軍事化

　とりわげアメリカの場合，国民経済の核軍事依存状泥を克服し得る展望を具

体的に明示することが重要である。アメリヵ資本主義のさまざまな制約条件の

もとで，国民の雇用不安を払拭しつつ，核軍事依存の経済体質をいかにして転

換し得るのかが展望されなげれはならない。そうした転換が，政治 ・経済体制

の枠組の革命的変革なしにどのように可能であるのかが，説得力をもって示さ

れることが重要である 。

　基本的には，この事業は，アメリヵ国民の責務に属することである。アメリ

カ国民経済の核軍事依存のあり方が，いかに世界平和に対する脅威とた ってい

るかについて当のアメリカ国民自身が深く自覚し，いわ注「アメリカ経済の非

核化」を求める政治的行動を拡大できるよう ，国際世論も積極的に寄与するこ

とが期待される。文化的父流を初めとする多角的チャソ不ノレを通じて相互理解

にもとづく信頼関係を発展させながら，非核政策の現実的可能性が経済的側面

についても展望しうるならば，核兵器についてアメリカ国民が現在とは異なる

選択を行なう可能性が拓かれるであろう 。

　３　軍事同盟の解消

　軍事同盟ブ ロックの対立が，核戦争準備をめぐる状況を悪化させ，核戦争の

危機をつのらせていることは疑う余地がないが，軍事同盟フロヅクの解消は ，

核兵器全面禁止 ・廃絶のための必須の前提条件ではないであろう 。逆の言い方

をすれぼ，軍事同盟が存続している状況のもとでも核兵器廃絶の課題をなしと

げることが必要であろう 。

　従来，日本の原水爆禁止運動においても，核兵器廃絶の課題と軍事同盟解消

の課題との関係については，検討が十分なされてこなかった。後述するように ，

１９８６年の原水爆禁止世界大会は，軍事同盟の解消を求めつつも ，「軍事同盟や

軍事フロヅ クヘの態度の相違を，核兵器廃絶を緊急課題とする運動の結集の妨

げとしてはならない」との見解を表明し，運動論の上からは従来よりも一歩踏

み込んだ態度をとっ たが，単なる運動論上の配慮の問題としてではなく ，核兵
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器廃絶の実現の過程と軍事同盟解消の課題がどのような関連において追求され

るべきか，さらに解明される必要がある。このことは，目米安保体制の評価と

目本の原水爆禁止運動の組織原則の間題ともかかわって重要な検討課題である 、

　４　科学者 ・技術者の役割

　ＳＤＩを契機として科学研究や技衛開発の軍事化が国境を越えて急速に展開し

つつある今目，核兵器全面禁止 ・廃絶を求める科学者 ・技術者の活動もまた ，

いっ そう国際化する必要があろう 。いまこそ，「非核研究綱領」の確立にむげ

て， 科学者 ・技術者の合意を地球観模で彩成していく努力が払われねはならな

い。

　核兵器廃絶の課題を前進させる面で，科学者 ・技術者が貢献すへき重要な課

題は，核兵器ンステム　　とりわげ核弾頭　　の解体 ・処分の技術的可能性を

具体的に示し，核兵器廃絶後の核物質の軍事転用を確実に阻止し得る制度の基

礎とたる技術的項目の検討を進めることである。現存する核弾頭の解体処分に ，

本質的な技術的困難は存在しない。核弾頭には，核分裂弾頭（いわゆる原子爆弾）

と核分裂 ・核融合混成弾頭（いわゆる水素爆弾）の二種類がある。核融合反応の

素材である重水素化リチウムは非放射性であり ，その廃棄には何らの技術的困

難もない。したが って，主要な問題は，ウラソおよびプルトニウムなどの核分

裂物質の処分の方策である 。

　核弾頭用核分裂物質の処分方法には，基本帥こ２つの方法がある。第一の方

法は，原子力発電のための核燃料に転用する方法である。ウラソは，ウラソ

２３５の濃縮度を調整することによっ て， 現在の原子力発電所の燃料に直ちに転

用することができる。一方，ブノレトニウムについては，現在の多くの熱中性子

炉の場合，核燃料として用いるのに適しておらず，基本的には，高速増殖炉に

おげる使用が本命であるが，プノレトニウム専焼炉を建造する考えもある。原子

炉での燃焼によって当然放射性廃棄物の間題が生じるが，それは原子力発電に

付随する放射性廃棄物処分　般の問題であり ，核弾頭処分に固有の間題ではな

い。
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　核分裂性物質を処置する第二の方法は，安全な形での保管 ・管理である。核

兵器としての利用を困難にする物理的 ・化学的不純物をできるだげ分離しにく

い形で混在させ，これを管理下で保管する方法である。当然，核弾頭への再転

用を防止するための国際的な査察措置を必要とすることになろうが，それには ，

現在国際原子力機関によっ てなされている査察制度が基礎となる 。

　いずれの方法がとられるにしても，核弾頭処分に固有の技術的困難は存在し

ない。核兵器廃絶の展望をいっそう明らかにするために，専門領域の科学者 ・

技術者の手によっ て， 具体的な兵器用核物質処分プ ログラムカミ提起されること

が期待される 。

　主として技術的側面におげるこうした検討と同時に，核兵器全面禁止 ・廃絶

国際協定の主要な骨格的内容に関する具体的検討や，協定遵守を監視するため

の国際機構の移態や機能，予想される阻害要因を管理するための周辺的諸措置

などに関する具体的検討も，杜会科学者を中心としてなされる必要がある。国

際法およぴ因際政治学分野におげる科学者たちのこうした研究には，過去の多

くの軍備管理 ・軍縮条約やそのための交渉を通じて蓄積された知見が組み入れ

られるであろう 。

　また，核兵器廃絶の事業を推進する上では，当然，Ｎ　Ｉ　Ｅ○（新国際経済秩序）

の問題を含む国際経済の諸側面も重要な検討課題となる。とくに，アメリカの

場合，国民経済の核軍事依存体質からの脱却が，一時的な通常軍備の膨張や軍

事的性格を有する対外経済援助や武器貿易の増大を結果することなく可能か否

かに関しても，具体的な検討が期待されよう 。

　さらに，国際の文化的父流を基調とする相互理解の増進のためには，検討す

べき人文科学上の課題も少なからず存在する 。

　核兵器の登場と核軍備の増強の遇程で科学者ヵミ負わされてきた負の役割を転

換し，自然 ・杜会 ・人文諸科学の共剛こよって，核兵器廃絶の人類史的事業の

成就のために科学者としての杜会的責任を果たすことが求められている 。

（６７５）
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Ｖ一

目本の原水爆禁止運動と核兵器廃絶の基本戦略

　前章において，核兵器解体 ・処分の技術的可能性にも言及しつつ，核兵器全

面禁止 ・廃絶を実現する基本的道筋について著者の考えを示し，あわせて，そ

の実行途上でいっそう具体化することが期待される諸問題について若干の考察

を行な った 。

　本早では，１９７７年のいわゆる再統一以来の目本の原水爆禁止運動について ，

原水爆禁止世界大会の基本的文書に見られる核兵器廃絶のための基本戦略を中

心に検討する 。

　部分的核実験停止条約の評価や杜会主義国の核兵器をめくる評価なとを主要

た争点として１９６３年に分裂するに至った目本の原水爆禁止運動は，１４年後の

１９７７年，広島 ・長崎の被爆の実相と被爆者の実情に関する「ＮＧＯ被爆間題国際

シソポジウム」の開催に向げての共同の努力を契機に再統一を実現した。本稿

は， 再統一に至る経緯やそれを可能にした背景要因や潜在する問題点などを分

析することを目的とするものではたい。この年，原水爆禁止目本協議会や原水

爆禁止目本国民会議に加えて，全国地域婦人団体連絡協議会や目本青年団協議

会など，１４年問，原水爆禁止運動から遠ざかっていた市民諸団体も参画して ，

「１９７７年原水爆禁止世界大会」が開催されるところとな った。以後，曲折を経

つつも毎年世界大会が開催され，そこで討議 ・採択される文書は，最も広範な

目本の原水爆禁止運動の共同の意思を表明したものとして，重要な意味をもつ

ものであ った。例年の世界大会の基本的持ち方は，まず８月初旬に国際会議を

開催し，その討議を基礎に，広島および長崎で大観模な大会または関連行事を

８月６目 ・９日を中心に開催するというものである。若干の例外を除いて，世

界大会としての基本的た意思の表明は，踏み込んだ実質的討議がなされる国際

会議の宣言の形でなされ，その後開かれるおよそ１万人規模の大会において ，

国民的原水爆禁止運動を担う参加各団体代表や個人の問で，実践的活動報告を
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もふまえた，率直で時として激しい意見交換がなされるのが常であ った。国際

会議におげる決して平担ではたい討議の遇程で明るに出される運動上の争点が ，

広島 ・長崎での集会で激しく噴出することも一再ではたいが，そうした少なか

らぬ論争点を孕みながらも参加諸団体が最大限度との点で一致できたのかを示

すものが大会の基本文書にほかならない 。

　筆者は，１９７７年は参加者として，１９７８年以降は大会運営委員およぴ起草起員

として参画した。運営委員は参加団体代表に若干の個人を加えて２５～３０名程度

であるが，筆者は概ね専門家個人の資格で運営委員とたっていた。１９８５年の大

会では，個人資格の運営委員について参加団体間で調整がつかず，結局著者も

運営委員とはならなかった 。

　国際会議の文書起草は，日本側起草委員（年により１０数人～３０人弱）と海外側

起草委員（各国代表各１名および各国際組織各１名）で構成する起草委員会で行な

われるが，オブザーバ　参加を含めると合計１００名近くになることもある。委

員会は夜から翌朝にかげて開かれるのが通例で，合意の形成にむげての討議は

しぽしば明げ方に及ぶが，使用される言語は英語および目本語（同時通訳）であ

る。 著者は８３年には起草委員会議長補佐を，８４年と８６年には起草委員長を務め

た立場にある 。

　１　１９７７年原水爆芯止世界大会

＜主催＞　原水爆禁止統一実行委員会

＜テーマ＞

　（１）核兵器絶対否定の道をともに歩むために，１９７７年８ ・６広島一８ ・９長

　　崎から何を乎びかげるべきか ，

　（２）核兵器の廃絶と被爆者の援護のため，われらいま何をすべきか，何をす

　　ることができるか 。

　この年の大会の基本文書は，国際会議宣言という形ではなく ，世界大会決議

の形で出されている。核兵器廃絶実現の基本戦略に関係する部分は，以下のご
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とくである 。

　（１）全面的に核兵器（その実験 ・使用 ・製造ならびに貯蔵）を禁止する国際条約

の締結を求める署名運動等を全世界で推進する 。

　（２）世界のあらゆる地域へのｒ非核武装地帯」の設定を提口昌し，その地帯に

おげる核実験の禁止，核基地の撤去，核搭載艦船の通行禁止などの運動を展開

する。在韓米軍を撤退させ，「韓国」，沖縄からの核兵器撤去を要求する 。

　（３）軍備管理のための部分措置が，軍備削減に有効に働かず，軍拡競争が進

む状況に直面して，国連軍縮特別総会に対し，◎核兵器の使用を違法と宣言し ，

核兵器の製造及び使用に手を貸す者を犯罪者として処罰する国際条約を締結す

ること，および，◎一定期問内に，段階的に実施する全面的軍縮を計画し，国

連による「世界軍縮会議」を招集することを要請する 。

　以上で明らかなように，再統一初年度の世界大会はすでに「核兵器全面禁止

国際条約の締結」を基本戦略とし，非核武装地帯の設置や核基地の撤去とい っ

た有効た部分搭置も並行して追求する方向を打ち出しているのであるが，部分

措置の問題については，「軍備管理のための部分措置」の無効性を警戎し，そ

れと　線を画すべきことを明確にしている 。

　この年の世界大会を担った諸団体は，大会後もひきつづき共同行動を継続し ，

翌年の世界大会までの問に３つの大きな活動計画を実行に移した。それらは ，

◎１９７８年５月～６月に開催される第１回国連軍縮特別総会にむげて，大会決議

の趣旨をふまえたｒ国連に核兵器完全禁止を要請する署名」運動を展開する ，

◎１９７８年２月～３月にジ ェネーブで開かれるＮＧＯ軍縮会議への代表派遺を呼

びかげる，　第１回国連軍縮特別総会にｒ国連に核兵器完全禁止を要請する目

本国民（ＮＧＯ）代表団」を派遣する，の３つである 。

　◎の国民署名の内容は，つぎのとおりである 。

　「再びヒバクシャ をつくらないために，核兵器のない平和な世界をつくるた

　めに，私たちは次のことを国連に要請します 。

　１．広島 ・長崎の原爆の恐ろしさ，被爆者の苦しみを世界の人びとに知らせ

　　ること ，
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　２・核兵器を使うことは人道に反する犯罪として禁止すること
，

　３・世界軍縮会議を開き・一目も早く核兵器の実験，使用，製造，貯蔵，拡
　　散，配備を全面的に禁止する条約をつくること 。」

　ここには１９７７年世界大会決議のエッセンスが簡潔に集約されており
，核兵器

の非人道性の認識に基づいて，核兵器全面禁止国際揚定締結を展望する基本的

な考え方が明確に表明されている
。

　２　’７８核兵器完全禁止 ・被爆者援護世界大会

＜主催＞　同実行委員会

＜テーマ＞

　（１）被爆者の援護と実爆の実相 ・後遣の普及のために
，

　（２）軍拡競争をとどめ，人類の生存を守るために
，

（３）核兵器完全禁止のために
，

　この大会は・歴史的な第１回国連軍縮特別総会の基本的成功のあとを受げて

開催されたものであ乱軍縮特別総会には目本のＮＧＯ代表５０４名が２
，ＯＯＯ万

余の国連要誇署名を携えて参加した（筆者も運営委員として参加）。
世界大会とし

ての共同意思は・国際会議の宣言として発表された。軍縮特別総会直後だげに

その最終文書の内容に言及した表現が多いが，核兵器廃絶の筋道に関する主張

は以下のごとくである
。

　（１）とどまるところを知らぬ核軍拡競争を終わらせるためには
，核兵器の完

全禁止 ・使用禁止の国際条約を締結する以外に道はない。このことは，これま

での軍備管理のための部分措置が軍縮，特に核軍縮にとっ て有効に作用しえな

かったという歴史的事実からみても人類の生存のために緊急の課題とた
ってい

る。

　（２）核兵器使用の危険性が大きくなっていることを深く憂慮し，バグウオツ
シュ会議や目本の国際法学者が提案している核兵器使用禁止国際条約討議案が

国際的に討議され，条約として実現することを期待する
。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７９）
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　（３）核兵器を完全に禁止し，世界の平和を築き上げる真の力は，全世界で平

和のために活動している人々や諸勢力の意志と行動によっ てつくり出されると

考える。核軍拡をすすめる勢力に反対し，平和を求める要求を世界の圧倒的世

論とし，運動を国際的な統一行動に発展させることが・地球上から一切の核兵

器をなくすための不可欠の条件である ・

　（４）すべての軍事同盟と軍事フロックの廃止は・原水爆禁止運動にとっ ても

重要な関連をもつ 。

　上に見るとおり ，この大会でも核兵器全面禁止国際協定（核兵器完全禁止国際

条約）の締結が核兵器廃絶を実現する唯一の道であり ・それは緊急な課題であ

るという位置づげが表明されている。核兵器使用禁止条約が独立に取り上げら

れているのは，目本の国際法学者たどによっ
てそれが単独の条約案として提起

されていた事情を反映している 。

　また，上の宣蕎では，平和を求める国際世論の圧倒的昂揚こそが目標を実現

する不可欠の条件であることを明確に述べており ・この基本姿勢は・核保有国

間の軍備管理 ・軍縮交渉に期待をかげる思考とは根本帥
こ違ったものである ・

軍事同盟の解消の間題に言及した点は新しい点であるが，その位置づげは，核

兵器廃絶と重要な関違をもつと述べるにとどめており ・核兵器全面禁止のため

の必要条件という把え方はしていない 。

　３．原水爆禁止 ’７９世界大会

＜主催＞　同実行委員会

＜テーマ＞

　（１）核兵器廃絶，核兵器完全禁止国際条約および核兵器使用禁止協定の締結，

　（２）　「持たず，造らず，持ち込ませず」の非核三原則の実現及び非核武装地

　　帯の設定 ，

　（３）被爆の実相と後遺の実情とを世界に普及・

　（４）広島
・長崎，ヒキ ニの被爆者及び核実験による世界各地の被爆者の援護

　　の実現，目本におげる国家補償に・もとづく被爆者援護法の制定 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８０）
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（５）原子力開発をめぐる諸問題，

（６）核軍縮をめぐる政治，杜会，経済なとの国際的諸間題 ，

（７）核兵器廃絶，被爆著援護，人類生存のための国内及ひ国際連帯活動 ，

　この大会の基本文書は「東凧宣言」として発表されている。主要点は，以下

のごとくである 。

　（１）核兵器の実験 ・使用 ・製造 ・貯蔵およぴ配備を全面的に禁止する国際条

約および核兵器使用禁止国際協定を締結させる運動を強化する 。

　（２）非核武装地帯の設定 ・拡大および結合を，太平洋およびイソド洋，地中

海などの地域でおしすすめる。とりわげ目本では非核三原則を確乎として実現

するための運動と相まって国際連帯のもとで運動を強化する 。

　（３）国際問におげる武力の脅威あるいは使用をすべての国が放棄するよう圧

力を強める 。

　（４）全般的軍縮にむげて運動を高揚し，諸国政府に対する圧力を強める 。

ＳＡＬＴ　Ｈこついて意見の相違があ っても，核軍拡競争を停止し，核戦争阻止 ・

核兵器の全面禁止および使用禁止にむげて，緊急の一致した努力を払う 。

　以上のように，７９世界大会も，核兵器全面禁止国際協定の締結を基本課題と

している。部分措置としては，非核武装地帯の設置 ・拡大 ・結合の問題と目本

の非核三原則の確乎たる実現が特に言及されている。こうした部分措置の有効

性については分科会 レベルでもＳＡＬＴ　Ｉの評価とも関連して甲論乙駁があり ・

部分措置のすべてを否定すべきではないが，それらの措置が本質的に伴いがち

な危険（¢小さ次問題の解決を追求することで，より本質的な問題を後景に押しやる ，

　根拠のたい相互確証破壌状況下での安全について幻想を与え，核兵器廃絶をめざす世

論の矛先をそらす，　核保有国にょる核独占を許しかねない，など）を警戎する必要

があることが指摘されていた。運動の高揚の重要性を述べている点は従来と同

様であるが，ＳＡＬＴ１の評価についてかなり激しい議論があ ったことを反映

して，そうした個別問題での意見の不一致にもかかわらず緊急の一致した努カ

を払うべきであるとする点で合意を見たことも，注目しておくべきことであろ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８１）
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　４．原水爆禁止１９８０年世界大会

＜主催＞　同準備委員会

＜テーマ＞

　（１）核兵器の完全禁止のために（核兵器の使用禁止協定，非核三原則，非核武装

　　地帯の実現のために，第二次国連軍縮総会にむけて何をなすべきか） ，

　（２）核戦争の危機，核軍拡競争の実態について（それをくいとめ，逆転させる

　　ために何をなすべきか） ，

　（３）被爆者援護の実現のために（被爆者援護法を実現し，さらに世界の被爆者を

　　援護し，これ以上被爆者をつくらぬために何をなすべきか） ，

　（４）平和 ・軍縮教育をすすめるために（被爆の実相普及，世論喚起のために何を

　　なすべきか） ，

　（５）軍拡競争，軍縮の課題と発展途上諸国の開発をめくっ て（新国際経済秩序

　　をめくる諸問題） ，

　（６）原子力開発と核拡散の諸問題をめぐっ て，

　この年の大会では，上のテーマのうち，（１）～（４）をｒ議題」とＬ ，（５），（６）は

「討議課題」とＬている。（４）のテーマが取り上げられたのは，この年の６月に

パリでユネスコ軍縮教育世界会議が開かれ，目本からも代表団が参加した活動

を反映したものである 。

　大会の基本的主張はｒ東夙宣言」にまとめられているが，核兵器廃絶を実現

する道筋については次のように述べられている 。

　（１）第二次国連軍縮特別総会（１９８２年開催）が，軍備の撤廃，とりわげ核軍備

の撤廃と平和のために活動しているＮＧＯ運動の要求をふまえ，全面的な軍縮

のための具体的計画を策定し，それを確実に実践する強固た基盤を確立するこ

とを求める 。

　（２）その際，第一次国連軍縮総会にむげて取り組まれた国連要請署名の三項

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８２）
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目（¢被爆の実相の普及，＠核兵器の使用禁止，　核兵器全面禁止条約の締結）の重要

性を改めて想起する 。

　（３）核兵器完全禁止，全般的かつ完全な軍縮および持続的平和の確立をめざ

す活動の一環として，○非核武装地帯の設定 ・拡大 ・結合，◎非核三原則の実

現， 　核兵器使用禁止国際条約の締結，　核兵器および運搬手段の研究 ・開

発・ 配備のモラトリアム，　核不拡散条約再検討会議への要求，＠核実験完全

禁止国際条約の締結と遵守，¢被爆の実相の解明 ・普及，＠ ヒバクシャ 援護 ，

などの諸行動をすすめる 。

　（４）核軍備撤廃と完全かつ全般的軍縮を実現するために，われわれ自身を総

動員する 。

　以上を見て明らかなように，核兵器廃絶の基本的道筋としては，依然として ，

核兵器完全禁止国際条約締結を展望してはいるが，それは第一回国連軍縮特別

総会にむげて取り組まれた要請署名を想起するという移で言及されているだけ

で， 基調的位置づげとしては相対的に希薄化した印象を免れ得ない。そのこと

は， テーマの設定の面にも反映されており ，前年の大会がテーマの冒頭にｒ核

兵器完全禁止国際条約締結」を明示的に掲げたのに対し，８０年大会では「核兵

器の使用禁止協定」が例示されているにととまっている。反面，核軍備撤廃と

同格でｒ完全かつ全般的軍縮の実現」が登場していること，核兵器廃絶を実玩

するための全面措置の緊急性の主張が希薄である一方で，部分措置に関する記

述が相対的に増大していることなとも，前年までとは異なる特徴であろう 。こ

の年の起草委員長は海外代表１名（へ千一　タフ女史）のみで，しかも起草委員

会は目本側８名，海外代表２６名という出席状況のもとで開催されている。大会

に一貫して出席している日本側起草委員の問で，前年までの大会の主張を基礎

にした強固な意思統一にもとづく原案づくりがなされていないと，どちらかと

言えほ英語中心に急ピ ッチで展開される徹夜の起草作業では，海外代表ぺ一ス

で多様な主張がもちこまれ，全体としての歴史的整合性や明確な基調的主張構

造が崩れる可能性がある。８０年世界大会の「東夙宣言」はそのような不十分さ

を内包した文書という側面が否めない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８３）
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　５．原水爆芯止１９８１年世界大会

＜主催＞　同準備委員会

＜テーマ＞

　（１）核兵器完全禁止 ・第二回国連軍縮特別総会に向げて何をなすべきか？

　（２）被爆者援護法実現と世界にヒバクシャ をつくらぬために ，

　（３）軍縮 ・平和教育の前進のために ，

　（４）原子力開発と核拡散の諸間題をめぐっ て，

　この年の大会基本主張は「東思宣言」として発表されたものである。主要点

は以下のごとくである 。

　（１）第一回国連軍縮特別総会が，全般的完全軍縮に至る道筋と具体的タイム

・テーブルを明らかにし，拘束力ある軍縮のための条約を実現しうるよう全世

界の運動が要求する ，

　（２）核兵器使用禁止国際協定をつくる 。

　（３）核兵器その他の大量殺薮兵器の研究 ・開発 ・製造 ・配備に対する即時モ

ラトリアムを実施する ，

　（４）核実験全面禁止条約を締結する ，

（５）非核地帯の設置 ・拡大 ・結合をはかる ，

（６）人類の存亡は，現世代に生きるわれわれが核兵器の引金に指をかげるも

のたちを追いつめ，最終的に核保有をあきらめさせる道を切り拓くことができ

るかどうかにかかっている 。

　８１年大会のｒ東尺宣言」には，もはや，核兵器全面禁止国際条約締結という

要求は掲げられておらず，核兵器使用禁止因際協定と核実験全面禁止国際条約

が個別に取り上げられているにとどまる。かわって，全般的完全軍縮のための

拘束力のある条約の実現の課題が，第一回国連軍縮特別総会への要求の形で表

明されている。これは，当時軍縮特別総会にむげて討議されていたｒ包括的軍

縮計画（ＣＰＤ，Ｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓ・ｖｅ　Ｐｒｏｇｒａｍ　ｆｏｒ　Ｄ・ｓａｍａｍｅｎｔ）」への期待感を反映し
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たものであるが，核兵器廃絶の速やかな実現をこそ追求すべき原水爆禁止運動

が， 第１回国連軍縮特別総会の最終文書の積極面にも一定幻惑されながら，包

括的軍縮計画の刺こ核兵器全面禁止 ・廃絶の課題を解消させてしまった点で ，

適切ではなかったように思われる。この大会では，テーマ（１）の解題の中にも核

兵器全面禁止国際協定締結の課題は示されておらず，ここでも，核兵器不使用

協定と包括的核実験禁止条約が例示されているにすぎない 。

　また，上のｒ東夙旦言」の概括から明らかなように，（２）～（５）などの部分措置

の要求が全面措置に相当するはずの（１）の要求とはぼ同等の重みで羅列されてい

る点も，核兵器廃絶を実現する基本戦略の骨格を不明確にする結果を招いてい

る。 大会の統一開催をめさす準備過程で，準備のためのエネ ノレギーの大半が ，

大会としての基調的主張内容の討議の深化以外の面に費される傾向があり ，大

会文書の歴史的継承性たどが強い一貫性をもっ て周到に準備されにくいとい っ

た事情が深くかかわっていると言える。この頃から著者も，大会前に目本側の

専門家会議を開いて，原則をふまえながらも，その時々の情勢に見合った移で

大会をとのように性格づげ，どのような基調的主張を展開すべきかを率直に討

議し合うようた場の必要性を感じ始めていた 。

　６　原水爆禁止１９８２年世界大会

＜主催＞　同準備委員会

＜テープ＞

　（１）第２回国連軍縮特別総会の結果と，核兵器完全禁止のために ，

　（２）核兵器使用の非人道性，被爆者援護，起こりうべき核戦争

　（３）平和 ・軍縮 ・生存 ・環境 ・新国際経済秩序にむけての教育 ・メデ ィア ・

　　文化 ・芸術 ・科学などの発展のために ，

　（４）原子カ開発と核拡散の諸問題をめくっ て，

この年の大会の「東夙宣言」の要点は以下のことくである 。

（１）核兵器，生物兵器およひ化学兵器の研究，生産，売却およぴ使用を禁止

　　　　　　　　　　　　　　　（６８５）
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する 。

　（２）核兵器完全禁止を最優先課題とする，時問枠をかげた拘束カのある包括

的た軍縮計画を遅滞たく策定し，実行する 。

　（３）非核地帯をアシァ，太平洋，イソト洋，アフリカ，中東，地中海，バル

カソ，ヨー回ツバ，スカソシナヒア，北 ・中央およぴ南アメリカ，オセアニア

など全世界に広げる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
．

　（４）軍事同盟と軍事フロックを解消する 。

　（５）世界各国政府に，◎核兵器先制不使用，＠一方的軍縮イニンヤチブ，　

核実験の全面禁止，　核兵器その他の大量破壊兵器の実験 ・生産 ・配備の即時

凍結，を訴える 。

　（６）軍縮と平和を実現する課題を遂行する主たる責任は，われわれの肩にか

かっ ている 。

　この大会文書の特徴は，前年のそれと大きくは変わっていない。しばしぱ起

草にあたっては前年の大会文書が参照されるため，こうＬた状況は生じやすい 。

依然として，核兵器全面禁止 ・廃絶を実現する筋道があまり明確でなく ，部分

措置がやや羅列的に述べられるという欠陥を免れていない 。

　７　原水爆芯止１９８３年世界大会

＜主催＞　同準備委員会

＜テーマ＞

　（１）核軍備競争と核戦争危機について ，

　（２）反核 ・軍縮 ・平和運動の当面する問題 ・課題，

　（３）史上最初の核戦争としての広島，長崎を玩在の核戦争危機の克服に生か

　　すために ，

　（４）原子力開発と核拡散の諸間題 ，

「東凪宣蕎」の主要点は，以下のことし 。

（１）偲怖の均衡
’’

による核戦争の抑止という考えを断じて容認せず，軍事

　　　　　　　　　　　　　　　（６８６）
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ブロックの解消を求める ，

　（２）戦域限定核戦争構想を糾弾し，すべての核兵器の配備に抗議し，撤去を

要求する ，

　（３）核兵器の研究 ・開発 ・実験 ・製造 ・貯蔵 ・配備 ・使用を完全に禁止する

ことを強く要求する。とくに，核兵器使用禁止国際条約の締結を求める 。

　（４）世界各国 ・各地域の非核化，外国核基地の撤去，外国軍隊の撤退，外国

艦船 ・航空機 ・通信施設たどの除去を求める 。

　（５）人民大衆こそが歴史を動かす担い手であり，真の恒久平和の実現は，わ

れわれの努力いかんにかかっている 。

　この宣言の内容は，前年に比してかなり整理されていると思われるが，（３）に

要約されているように，国際協定または条約という表現こそ使われていないが ，

核兵器全面禁止措置を強く求め，その一環として使用禁止条約を位置つげてい

る点で，７７年再統一後の原則的な主張に立ち返りつつあると言える。都分措置

も前年のように羅列的ではなく ，まとめて整理されているが，この大会宣言で

は， 上述の（３）項に関連して，「われわれは，米ソ問の核凍結が合意されるなら

ば， それを核軍縮にむかう第一歩として支持する」との記述があり ，この点は

後に争点となった部分である。最終文案は無論起草委員会での討議にもとつい

てまとめられるものであるが，表現を確定できずに大筋合思で後刻調整扱いに

なる部分がいくつか積み残されるため，議場での合意内容をめぐる齪薗吾に起因

して，こうした争点が結果される場合もある 。

　８原水爆禁止１９８４年世界大会

＜主催＞　同準備委員会

＜テーマ＞

　（１）核戦争の危機と核兵器廃絶の実現のため　　反核 ・軍縮 ・平和運動の当

　　面する課題について ，

　（２）核戦争による広島 ・長崎の被害とビキニをはじめとする核実験の惨禍を

　　ふまえ，核戦争の危機とヒバクの実相を明らかにし，ヒバクシャ を援護し ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８７）
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　連帯して核被害を防止するために ，

（３）原子カ開発と核拡散の諸問題について ，

　この年の大会意志は「東思宣言」に表明されている。要点はつぎのとおりで

ある 。

　（１）核戦争阻止と核兵器全面禁止は，全人類の死活にかかわる最も重要かつ

緊急の課題とた っており，いまこそ，世界世論を圧倒帥こ昂揚させ，核兵器を

もちつづげる者たちを包囲し孤立させたげればならない 。

　（２）核戦争を防く最も確実な道は核兵器全面禁止の速やかな実現であり ，わ

れわれは，核兵器の実験 ・研究 ・開発 ・生産 ・配備 ・貯蔵 ・拡散 ・使用の一切

を禁止する拘束カのある措置の実現を求める 。

　（３）核兵器廃絶および核戦争阻止の運動と結合して，核兵器の使用禁止，核

実験の全面禁止，非核地帯の設置 ・拡大 ・結合，宇宙空問およぴ海洋の軍事利

用禁止などの運動も追求する 。

　（４）われわれは，目米軍事同盟の危険性を憂慮する。われわれは，すべての

軍事同盟とそのフロックの解消を要求する 。

　（５）人類を核戦争の脅威から救い，核兵器のない世界をつくりだすためには ，

諸国民の反核 ・平和運動を圧倒的に強め，国際連帯を発展させ，思想 ・信条 ・

杜会体制の違いをこえて団結した運動の力を飛躍的に高めることが必要である 。

　この「東思宣言」では，○世論による核兵器固執勢力の包囲，◎核兵器全面

禁止のための拘束力のある措置，　有効な部分措置を求める運動と全面措置を

求める運動との結合，たどがかたり整理されて主張されている。核兵器廃絶の

運動の展望が見通し易い形でまとめられていると言える 。

　目米軍事同盟への憂慮と軍事同盟解消の要求は，準備委員会に参加している

いくつかの団体にとっては，目米安保条約の評価の間題と関連して必ずしも簡

単でない内容を含むが，この部分については長い時問を費して合意を見たもの

である 。

（６８８）
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　９　原水爆禁止１９８５年世界大会

＜主催＞　同準備委員会

＜テーマ＞

　この年の大会は，運営委員会の構成等について諸団体問の意見の調整が難航

し， 結局，大会で討議すべきテーマの設定もできぬままに開催されるという非

常に変則的な大会運営にな つた。発端は，原水爆禁止目本協議会の代表の交替

に関する内都問題であ ったが，関連して個人資格の運営委員の参加をめくっ て

意見の調整ができず，開催直前まで紛糾して討議内容の検討がなされなか った 。

　８５年世界大会の基本文書は従来とは異なり ，ｒ広島 ・長崎被爆４０周年にあた

り， 原水爆禁止世界大会国際会議 ・広島から世界の人びとへのよびかげ」とい

う形でまとめられている。核兵器廃絶の展望に関する主張は，以下のごとくで

ある 。

　（１）宇宙空間の兵器も含む核兵器の研究 ・開発 ・実験 ・生産 ・保有 ・貯蔵 ・

配備 ・拡散 ・使用の一切を禁止する拘束力のある条約（核兵器完全禁止国際協定）

の締結を，米ソジ ュネーブ交渉および諸国政府によびかげる 。

　（２）核戦争阻止，核兵器廃絶を促進するものとして，核兵器の使用禁止，核

実験の全面禁止，核兵器および核部隊の配備反対，核基地の撤去，核兵器積載

艦船の寄港反対，非核地帯の設置 ・拡大 ・結合，宇宙軍拡阻止などの運動への

支持と連帯の発展をよびかげるとともに，それらの運動が核兵器完全禁止国際

協定締結を求める全地球的運動の大潮流に合流することをよびかげる 。

　（３）日米軍事同盟の危険性の増大に憂慮を表明し，軍事同盟 ・軍事ブ ロック

の解消を求める 。

　（４）核兵器廃絶を実現するために，世界諸国民の反核 ・平和の運動を前進さ

せ， 思想 ・信条 ・杜会体制の違いをこえて国際連帯を発展させるようよぴかげ

る。

　上に明らかなように，この「よびかけ」は核兵器完全禁止国際協定締結を要

求し，有効た部分措置をすすめる運動との連帯を表明しつつ，それらの運動が

国際協定締結の大運動に合流してひとつの巨大な潮流を形成することをよびか

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８９）
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けている。大目標を明示し，諸運動の有機的結合を訴えるこの「よびかげ」は ，

大会準備委員会側からの要請によって筆者が第一起草を担当したものであるが ，

個人資格の運営委員を排除したこの大会では，折から被爆４０周年に当たって ，

あまり政治的主張を含まない平易たうったえを出すにとどめようと主張する団

体もあ って，この案文審議は難航をきわめた。こうして世界大会の基調的主張

を歴史的に跡つげてみるとき，被爆４０周年を理由に一切の政治的内容ぬきの平

易なステートメソトで済ませるというのは，大会の歴史的任務に照して奇妙な

ことであろう 。そうした主張が現われた背景には，運営委員等の構成にかかわ

る則年以来の激しい確執があり ，やや不正常た大会運営であ ったことは否めた

い。 大会基本文書それ自体はかろうじて形を整え，内容としても，過去の目本

の原水爆禁止運動の基本主張をふまえたものであ ったが，全参加団体の自発的

連帯思識が事実上損われた状況であるため，豊かな活動実践の集約として生ま

れ， 運動の展望を明確に照し出して次の活動実践の基本方向を明らかにすると

いうこうした文書の任務からすれば，多々問題を残す大会とな った 。

　１０　原水爆禁止１９８６年世界大会

＜主催＞　同実行委員会（原水爆禁止目本国民会議は，前年 ・前々年以来の経過をふ

　まえ，「従来の世界大会実行委員会を前提とし，その延長線上に世界大会を構想する

　以上，いかなる弁明や条件が示されようと，よぴかげに応じられたい」として，事実

　上訣別を宣告，７７年以来の開催主体が崩れ，全国地域掃人団体違絡協議会や目本青年

　団協議会を含む市民団体も世界大会の担い手とたらずに，変則的た形で開催された
。）

＜テーマ＞

　（１）核戦争阻止，核兵器廃絶，核兵器全面禁止国際協定実玩のために ，

　（２）核戦争阻止，核兵器廃絶のために有効な個別的課題の推進と合流のため

　　に ，

　（３）被爆の実相の普及と被爆者の援護 ・連帯，

　（４）核兵器廃絶と平和 ・軍縮 ・民族自決 ・開発との関連，教育，文化，科学 ，

　　宗教たど杜会的諾分野との関連

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９０）
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（５）核兵器廃絶と原子カ開発

ユ８１

　犬会の意志は，国際会議（２０国際組織，２８か国 ・３６各国組織からの８８人の海外代表

が参加）が採択したｒ核戦争を阻止し，核兵器を緊急に廃絶するために，全人

類の良心に呼びかげる」（原水爆禁止１９８６年世界大会国際会議 ・東京から世界へ）と

題する文書に表明されている。主な内容は以下のごとし 。

　（１）核兵器の解体 ・廃棄に本質的な技術的困難は何もない。人類の一致した

カで地上のあらゆる核兵器を廃棄 ・廃絶し，再ぴつくらせない体制をかならず

実現できる 。

　（２）核兵器廃絶への最も確かな，可能な道として，核兵器の研究 ・開発 ・実

験・ 生産 ・保有 ・貯蔵 ・配備 ・拡散 ・使用の一切を禁止する拘束力ある条約 ＝

核兵器全面禁止 ・廃絶協定の締結を求める 。

　（３）それを実現する力は，核兵器廃絶そのものを直接に緊急課題として要求

する最も広範な世界諸国民の声と運動の力である
。

　（４）われわれは，核実験全面禁止，核兵器使用禁止，核保有副こよる核先制

不使用，核兵器の配備反対，核兵器積載艦船の寄港反対，核基地 ・核部隊の撤

去， 非核地帯の設置，宇宙空問の軍事化反対なとの課題をかかげて核戦争勃発

を防ぎ止めてきた世界諸国民の反核と非核のあらゆる要求と運動に連帯し，そ

れらが核兵器廃絶の大運動に合流することをよびかげる 。

　（５）われわれは目米軍事同盟の危険性を深く憂慮する。われわれは，すへて

の軍事同盟とそのフロヅ クの解消を要求する。同時に，個々の軍事同盟や軍事

ブロックヘの態度の相違を核兵器廃絶を緊急課題とする運動への結集の妨げと

してはならないと確信する 。

　世界大会の主催形態の変化にもかかわらず，この文書の内容は，７７年再統一

以来の運動の主張の到達点を基本的にふまえ，核兵器廃絶の道筋と可能性を端

的に集約した内容となっているように思われる。核兵器廃絶の技術的可能性に

とくに言及した点は従来の大会文書にはなかった点であり ，軍事同盟について

もその解消を求めつつ，この問題に関する態度の相違を運動への結集の踏み絵

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９ユ）
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としないことを明言した点で，これまでの主張から一歩踏み込んでいる 。

　以上，１９７７年から１９８６年までの世界大会の基調的主張を跡づげたが，当論文

の前段で展開した核兵器全面禁止 ・廃絶の基本的方向性に照してみると，この

１０年問の経験の蓄積はきわめて貴重な示婆を与えているように思われる。核兵

器完全禁止を求める共通の目的意識を有する団体 ・個人の共同行動のひとつの

形態としての世界大会ではあるが，年 々， 原則的た立場を確認しあい，その時

々の情勢に照してそれまでの蓄積をさらに豊かに発展させようとする意識的な

取り組みが，大会を担う人々の間で率直かつ相互啓発的に展開されることが必

要であり，大会の統一的開催をめくる組織上の間題に準備過程の討議時問の大

半が割かれるような状況下では，目本の原水爆禁止運動に責任をもつ専門家グ

ループが，旧来の到達段階と現下の課題に関して旺盛な討議を持続的に行たう

ことが不可欠であろう 。異なる組織目的や見解を有する団体や個人の共同行動

であれはこそ，科学的な討議が最も正確な事実認識をふまえて周到に準備され

ることが必要である。本稿前段で述べた核兵器廃絶への道筋については，さま

ざまな個別的間題についての多様な見解の存在にもかかわらず，基本的一致を

見ることができるものと筆者は認識している。核兵器全面禁止国際協定の締結

促進については，すでに，国権の最高機関としての国会において ，１９７３年７月

９日参議院で，翌７４年５月２３日衆議院で全会一致採択された核実験に抗議する

決議においてもとくにその重要性が強調されていたところである。７３年秋にモ

スクワで開かれたｒ平和勢カの世界大会」（１４４か国から３千数百名が参加）では ・

目本の統一代表団（杜会党 ・共産党 ・総評 ・平和委員会代表を含む）は，ｒ核兵器完

全禁止の国際協定締結を要求する決議案」を共同提案し，その結果は同大会の

アピールに敢り入れられて全世界諸国民に呼びかげられた実績をもっ ている ・

そうした進歩的かつ最も広範な人々を結集しうる要求を，７７年再統一世界大会

は基本的に継承したのであり，共同行動の蓄積によってより豊かに発展さ昔ら

れるべきものである。個別の問題についての見解の相違を際立た昔るのではな

く， 核兵器廃絶について原則的に一致しうる陣地を玉のようにいつくしみ・相

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９２）
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互批判と共励の精神に立って叡知を寄せ合．うことが最も重要であり ，この面で

科学者が果たすべき役割はきわめて大きいと言うべきであろう 。

（６９３）




